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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第84期

第１四半期連結
累計期間

第85期
第１四半期連結
累計期間

第84期

会計期間

自　平成26年
　　４月１日
至　平成26年
　　６月30日

自　平成27年
　　４月１日
至　平成27年
　　６月30日

自　平成26年
　　４月１日
至　平成27年
　　３月31日

売上高 (百万円) 8,302 13,351 33,702

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △1,990 695 △2,595

親会社株主に帰属する四半期

純利益又は親会社株主に帰属

する四半期（当期）純損失

（△）

(百万円) △1,992 642 △2,633

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △2,021 636 △2,548

純資産額 (百万円) 32,727 32,844 32,207

総資産額 (百万円) 92,524 86,603 88,497

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期（当

期）純損失金額（△）

(円) △28.00 9.02 △37.00

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 (％) 35.2 37.8 36.3

（注）１　当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第84期及び第84期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第85期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

５　当社グループの業績をより適切に開示するために、第85期第１四半期連結累計期間より決算日が１２月３１

日である海外連結子会社２社について四半期連結決算日現在で仮決算を行い連結する方法に変更しておりま

す。これに伴い当該子会社については平成27年１月１日から平成27年６月３０日までの６ヶ月間の業績を反

映しております。

６　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期純利益又は四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親

会社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、当社グループは、前連結会計年度において、重要な営業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失

を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しておりました。当第１四半期連結

累計期間においては、業況の好転に加え、これまで取り組んでまいりましたチタン事業構造改革の成果の寄与等もあ

り、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上いたしました。今後も収益改善が見込まれ、重

要な資金繰り懸念もないこと等から、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

（取組み及び進捗は「３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析（５）戦略的現状と見通し」に記

載）

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、売掛債権の増加があったものの、たな卸資産の減少等により、

前連結会計年度末比18億94百万円の減少となりました。

負債の部は、長期借入金の返済を主因に、前連結会計年度末比25億30百万円の減少となりました。

純資産の部は、利益剰余金の増加等により前連結会計年度末比６億36百万円の増加となりました。以上の結果、

自己資本比率は前連結会計年度末の36.3％から37.8％となりました。

 

（2）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業業績が改善傾向にあるなか、株高・原油安を背景に個人

消費にも持ち直しの兆しがみられるなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。

当社の事業環境は、金属チタン事業については航空機向けの在庫調整の終了は平成27年度中を見込んでおり、一

般工業用向けの需要については緩やかな回復基調にあります。機能化学品事業は堅調に推移しました。

以上の結果、売上高は前年同四半期比60.8％増の133億51百万円となり、損益についても、営業利益８億39百万

円、経常利益６億95百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益６億42百万円となりました。

なお、当第１四半期連結累計期間から連結子会社のうち決算日が12月31日である２社について、当社グループの

業績をより適切に開示するために四半期決算日現在で仮決算を行う方法に変更しました。これに伴い当該子会社の

業績については、平成27年１月１日から平成27年６月30日までの６ヶ月間を連結し、連結損益計算書を通して調整

しております。このうち平成27年１月１日から平成27年３月31日までの売上高は19億19百万円、営業利益は52百万

円、経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益はそれぞれ84百万円であります。（詳細については「（注記

事項）（連結の範囲又は持分法摘用の範囲の変更）（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）及び（セグメ

ント情報等）注３.報告セグメントの変更等に関する事項」に記載）

 

金属チタン事業

スポンジチタンについては、最終需要家である航空機メーカーの生産は順調に推移しており、サプライチェーン

内からも需要回復に向けた動きが見られるなど明るい兆しも見えてきました。また、インゴットについては、海水

淡水化プラントの新規案件が期待でき、造船・電力向けは引き続き堅調で、需要は総じて回復基調にあります。

スポンジチタンの稼働率については、若松工場はフル操業を継続しており、茅ヶ崎工場は80％に向けて順次引き

上げております。

これらの結果、当事業の売上高は前年同四半期比85.1％増の95億13百万円となり、営業利益も３億94百万円（前

年同四半期は19億98百万円の損失）となりました。

 

機能化学品事業

触媒関連製品及び電材関連製品の売上高は、増販及び円安等により前年同四半期に対し増加いたしました。

この結果、当事業の売上高は、前年同四半期比21.3％増の38億37百万円となり、営業利益も前年同四半期比

58.7％増の８億70百万円となりました。
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（3）事業上及び財政上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

（4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３億４百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（5）戦略的現状と見通し

当社グループは「第２　事業の状況　１　事業等のリスク」に記載した、継続企業の前提に関する重要事象等を

解消するために、以下に記載するチタン事業構造改革に取組んでおります。

チタン事業構造改革の進捗状況は、設備効率の改善については茅ケ崎工場のスポンジチタン、チタンインゴット

の操業体制を見直し、生産能力の縮小を平成26年度第２四半期末までに完了したことに加え、更なる効率的な生産

体制の構築を進めております。またコスト圧縮については、人員削減は当初計画通り完了するとともに、生産性向

上等によるコスト削減を継続して実施しております。各々の取組みについては、環境変化に対応して施策の見直

し、追加、徹底等を行いながら、計画を上回る改善効果の追求に努めております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年６月30日）

　　提出日現在
　　発行数（株）
（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 71,270,910 71,270,910
東京証券取引所

（市場第一部）

株主としての権利内容に制

限のない、標準となる株式

単元株式数は100株である

計 71,270,910 71,270,910 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 71,270,910 － 11,963 － 13,022

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成27年３月31日の株主名簿により記載しております。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式　　 97,100
－

株主としての権利内容に制限のな

い、標準となる株式

完全議決権株式（その他）
　普通株式

71,149,600
711,496 同上

単元未満株式 普通株式　 　24,210 － 同上

発行済株式総数 71,270,910 － －

総株主の議決権 － 711,496 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が30株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

東邦チタニウム株式会社

神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎三

丁目３番５号
97,100 － 97,100 0.1

計 － 97,100 － 97,100 0.1

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,368 3,199

受取手形及び売掛金 4,875 6,756

商品及び製品 13,226 11,385

仕掛品 4,828 4,994

原材料及び貯蔵品 4,957 4,432

繰延税金資産 18 12

その他 2,594 1,603

流動資産合計 32,869 32,385

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 15,235 15,025

機械装置及び運搬具（純額） 29,710 28,789

工具、器具及び備品（純額） 377 332

土地 2,461 2,461

リース資産（純額） 6,695 6,434

建設仮勘定 170 167

有形固定資産合計 54,650 53,211

無形固定資産   

ソフトウエア 248 237

その他 105 96

無形固定資産合計 353 333

投資その他の資産   

投資有価証券 88 112

関係会社株式 136 136

破産更生債権等 2,539 2,539

繰延税金資産 3 3

退職給付に係る資産 246 272

その他 152 151

貸倒引当金 △2,542 △2,542

投資その他の資産合計 623 672

固定資産合計 55,628 54,217

資産合計 88,497 86,603
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,742 1,560

短期借入金 30,787 29,474

リース債務 1,212 1,179

未払法人税等 58 89

賞与引当金 476 240

役員賞与引当金 0 0

その他 1,440 1,037

流動負債合計 35,718 33,582

固定負債   

長期借入金 13,416 13,239

リース債務 5,696 5,459

繰延税金負債 489 503

資産除去債務 969 974

固定負債合計 20,571 20,176

負債合計 56,290 53,759

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,963 11,963

資本剰余金 13,022 13,022

利益剰余金 6,719 7,364

自己株式 △76 △76

株主資本合計 31,629 32,274

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 51 68

繰延ヘッジ損益 △0 －

為替換算調整勘定 124 135

退職給付に係る調整累計額 287 258

その他の包括利益累計額合計 463 462

非支配株主持分 114 107

純資産合計 32,207 32,844

負債純資産合計 88,497 86,603
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 8,302 13,351

売上原価 8,868 11,370

売上総利益又は売上総損失（△） △566 1,981

販売費及び一般管理費 1,349 1,142

営業利益又は営業損失（△） △1,915 839

営業外収益   

受取配当金 0 0

為替差益 22 20

物品売却益 8 6

雑収入 12 8

営業外収益合計 44 34

営業外費用   

支払利息 113 98

火災損失 － 74

雑損失 5 5

営業外費用合計 118 178

経常利益又は経常損失（△） △1,990 695

特別利益   

補助金収入 12 －

固定資産売却益 － 0

特別利益合計 12 0

特別損失   

固定資産除却損 0 4

特別損失合計 0 4

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△1,978 691

法人税、住民税及び事業税 11 49

法人税等調整額 9 3

法人税等合計 21 53

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,999 637

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △6 △4

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△1,992 642
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,999 637

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 7 16

繰延ヘッジ損益 △0 0

為替換算調整勘定 △8 10

退職給付に係る調整額 △20 △28

その他の包括利益合計 △21 △1

四半期包括利益 △2,021 636

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,014 641

非支配株主に係る四半期包括利益 △6 △4
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する重要な事項）

　該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

　従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であるToho Titanium America Co.,Ltd.及びToho Titanium Europe

Co.,Ltd.の２社については、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりましたが、連結財務諸表のより適正な開示を図るために、当第１四半期連結会計期間

より四半期連結決算日現在で仮決算を行い連結する方法に変更しております。

　これに伴い当該子会社の業績については、平成27年１月１日から平成27年６月30日までの６ヶ月間を連結し、連

結損益計算書を通して調整しております。このうち平成27年１月１日から平成27年３月31日までの売上高は1,919

百万円、営業利益は52百万円、経常利益及び親会社株主に帰属する四半期純利益はそれぞれ84百万円であります。

 

（会計方針の変更）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平

成25年９月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から

非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間

及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（会計上の見積りの変更）

　　　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　　　該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　保証債務

次の関係会社の借入金に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

日鉄住金直江津チタン(株) 1,020百万円 982百万円

 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 1,639百万円 1,585百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

 

１　配当に関する事項

　　　　　　該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

 

１　配当に関する事項

　　　　　　該当事項はありません。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注１）

四半期連結損益

計算書計上額

（注２） 金属チタン事業 機能化学品事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 5,139 3,163 8,302 － 8,302

セグメント間の内部売上高又は
振替高

255 － 255 △255 －

計 5,395 3,163 8,558 △255 8,302

セグメント利益又は損失（△） △1,998 548 △1,449 △466 △1,915

　（注）１.セグメント利益又は損失の調整額△466百万円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究

開発費であります。

 ２.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注１）

四半期連結損益

計算書計上額

（注２） 金属チタン事業 機能化学品事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 9,513 3,837 13,351 － 13,351

セグメント間の内部売上高又は
振替高

264 1 265 △265 －

計 9,778 3,839 13,617 △265 13,351

セグメント利益 394 870 1,264 △425 839

　（注）１.セグメント利益の調整額△425百万円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費で

あります。

 ２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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 ３.報告セグメントの変更等に関する事項

　「（注記事項）（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）（連結子会社の事業年度等に関する事項の変

更）」に記載のとおり、従来、連結子会社のうち決算日が12月31日である海外子会社２社については、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

りましたが、連結財務諸表のより適正な開示を図るために、当第１四半期連結会計期間より四半期連結決算

日現在で仮決算を行い連結する方法に変更しております。

　これに伴い当該子会社の業績については、平成27年１月１日から平成27年６月30日までの６ヶ月間を連結

し、連結損益計算書を通して調整しております。このうち平成27年１月１日から平成27年３月31日までの売

上高は、金属チタン事業が1,302百万円、機能化学品事業が616百万円、セグメント利益は、金属チタン事業

が42百万円、機能化学品事業が10百万円であります。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
△28円00銭 9円02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

△1,992 642

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（百万円）

△1,992 642

普通株式の期中平均株式数（株） 71,174,034 71,173,775

（注）　前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成27年８月５日

東邦チタニウム株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 野　　口　　和　　弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　　崎　　一　　彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　宮　山　　高　路　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る東邦チタニウム株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期
連結会計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年
４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、
四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦チタニウム株式会社及び連結
子会社の平成27年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成
績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

 

以　上
 
 
（※）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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